
                      

 

平成２８年３月４日 

海 事 局 ・ 総 合 政 策 局 

 

国土交通省関係独立行政法人の統合に伴う整備政令が閣議決定されました 

 

本日、閣議決定された政令は、平成28年４月１日に独立行政法人に係る改革を推進するための国

土交通省関係法律の整備に関する法律（平成27年６月19日成立）が施行されるため、関係政令の

整備を行うとともに、必要な経過措置を定めるものです。 

 

１．背景 

 独立行政法人に係る改革を推進するための国土交通省関係法律の整備に関する法律（平成27年法律

第48号。以下「整備法」という。）の施行に伴い、関係政令の整備を行うとともに、所要の経過措置

を定める必要があります。 

 

２．政令の概要 

（１）独立行政法人に係る改革を推進するための国土交通省関係法律の整備に関する法律の施行に伴

う関係政令の整備及び経過措置に関する政令 

①関係政令の整備 

整備法による下記の法人統廃合に対応し、関係政令の規定の整備を行います。 

（ⅰ）国立研究開発法人海上技術安全研究所、国立研究開発法人港湾空港技術研究所及び国立研

究開発法人電子航法研究所を統合し、国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所へ再編

すること。 

（ⅱ）独立行政法人航海訓練所が解散し、その組織及び業務が独立行政法人海技教育機構に統合

すること。 

②経過措置 

港湾空港技術研究所等の資産のうち国が承継する資産の範囲等その他必要な経過措置を定めます。 

（２）独立行政法人海技教育機構法第十四条第一項の規定による医療法施行令の規定の技術的読替え

等に関する政令 

整備法附則第8条により廃止される独立行政法人航海訓練所法第14条第1項を根拠とする「独立

行政法人航海訓練所法第十四条第一項の規定による医療法施行令の規定の技術的読替え等に関する

政令」を廃止し、整備法による改正後の独立行政法人海技教育機構法第14条第1項の規定に基づき

「独立行政法人海技教育機構法第十四条第一項の規定による医療法施行令の規定の技術的読替え等

に関する政令」を制定します。 

 

３．今後のスケジュール（予定） 

公 布  平成28年３月９日（水） 

施 行  平成28年４月１日（金）            

【問い合わせ先】  

（政令案全般・独立行政法人海技教育機構関係） 

海事局海技課企画調整官 石田             

03-5253-8111（内線 45354）  03-5253-8655（直通） 

（国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所関係） 

総合政策局技術政策課課長補佐 鈴木       

03-5253-8111（内線 25615）  03-5253-8950（直通）  


